
業務改善による事務執行の効率化

普通建設事業の精査・見直し

◆都市公園（運動公園・法典公園）

安定的な財政運営のための歳入確保

（概要版）

行革レビュー以外の
取組項目の主な進捗状況

行革レビュー（うち具体的な見直しに着手する主な項目）

民間活力の活用
（指定管理者制度等の導入推進）

◆一宮少年自然の家

行革レビューの対象とした２３の施設について、今後の方針を決定しました。

うち以下の４施設については、指定管理者制度等の民間活力の活用に向けて
具体的な準備を進めています。

◆青少年キャンプ場

◆市営住宅

【導入スケジュール】
令和元年度・・・募集開始（３月）
令和２年度・・・指定管理候補者選定・指定
議案提出・指定管理運営開始（１月～）

令和２年度導入施設

令和３年度導入予定施設

その他具体的な導入検討を行っている施設

【導入スケジュール】
令和元年度・・・条例改正案提出

（２月）
令和２年度・・・指定管理候補者

選定・指定議案提出
令和３年度・・・
指定管理運営開始（４月～）

【導入スケジュール】
令和元年度・・・事業者への聞き取り、関係者等協議
令和２年度・・・具体的な事業手法、導入時期などの検討・決定

使用料等の見直し

事業の見直し

行革レビューの対象とした６３の事業について、今後の方向性を決定しました。
今後の方向性（見直し方針）を決定した事業は、令和２・３年度から見直しに着手
していきます。

受益者負担の方向性を決定し、
令和２年度以降、順次新しい料金へ改定します。

◆公共施設の使用料見直し

◆公共施設の駐車場有料化

◆下水道使用料の見直し

「使用料・手数料の算定の基本的な考え方」の改定を行い、
施設の使用料を改定しました。

「船橋市公共施設附帯駐車場の有料化について」を策
定し、船橋市運動公園及び法典公園の駐車場を有料化し
ました。（令和３年１月から適用）

汚水私費の原則に基づき、下水道使用料（基本使用料
及び一部使用料単価）の改定を行いました。（令和２年７
月から原則４年ごとに見直し）

【改定時期・対象施設】
令和２年４月から・・・三山市民センターほか３施設
令和２年７月から・・・運動公園ほか８施設
令和２年８月から・・・公民館（２６館）
令和３年４月から・・・市営霊園ほか８施設

【改定のポイント】
①原価に資本費を算入
②他市に比して低く設定していた受益者負担割合を見直し
③小中学生等の料金の割合を統一化
④改定幅の大きい施設は段階的に（３年かけて）変更

効果見込額 約１億６５００万円

効果見込額 約３０００万円

効果見込額 約４億６０００万円

効果見込額計 約４８００万円

◆令和２年度に見直しを予定している事業（１７事業）

【廃止】 白内障助成扶助費、雇用促進奨励金
青少年海外視察派遣費補助金 など

【縮小】 はり・きゅう・マッサージ等施術費扶助費 など
【新規適用停止】 保育所・認定こども園施設整備事業資金償還元金

補助金及び利子補給金、認証保育所運営費補助金 など
【統合】 パソコン講習事業費、地域医療推進活動費 など
【県基準に統一】 重度心身障害者医療扶助費

以下の事業については、事業の見直しに令和２年度から着手します。

◆令和３年度以降に見直しを予定している事業（１３事業）

【廃止】 小中学校児童入学援助金（国の制度拡充にあわせて） など
【制度見直し】 防犯灯維持管理費補助金、敬老行事事業

日本スポーツ振興センター共済掛金 など
【新規適用停止】 心身障害者援護施設整備事業資金償還元金補助金

及び利子補給金

◆令和元年度に着手または令和２年度から取り組む
主な業務改善

効果見込額計 約１０億５００万円

◆普通建設事業の優先順位付け

LINE-Payの導入や納税コールセンター
の拡大など納税しやすい環境づくり

◆電力売払収入

効果見込額 約５億４０００万円

北部清掃工場による余剰電力の
売却を行うとともに、令和２年４月
からの稼働を目指し、南部清掃工場
（新工場）の整備・試運転等を実施

◆消化ガス売払収入

効果見込額 約５５００万円

西浦下水処理場による消化ガスの
売却を開始するとともに、令和４年度
からの稼働を目指し、高瀬下水処理
場の整備を実施

船橋市企画財政部 行政経営課
令和２年（２０２０年）２月

単年度約５ ８ ０ ０ 万円
５か年で約２億９千万円

効果見込額計 約５８００万円

効果見込額計 約６億２７００万円

安定した財源確保のため、市税の
ほか様々な自主財源の確保・拡充を行いました。

令和元年度・２年度の集中取組期間は設計・工事着手等を原
則として凍結していたところですが、凍結された事業について、
優先事業等を決定しました。

効率的な行政運営を実現するため、業務効率化のための
様々な取り組みを検討しました。

優先事業等

◆ＪＲ南船橋駅南口市有地活用事業

◆児童相談所整備事業

◆消防本庁舎建替事業

◆広告収入・財産貸付収入

効果見込額 約３２００万円

未利用地の
売却や余裕あ
る財産の貸付
等

・財務事務の見直し・・・公共料金明細事前通知サービス
の導入、定期支払制度の創設

・税務事務の効率化・・・市民税課の業務フローの最適化
、税務部の組織体制の見直し など

・共用車メンテナンスリースの導入
・旅費事務の見直し・・・旅費管理システムの導入、日当

の支給範囲の見直し など
・ＩＣＴ活用・・・ＲＰＡやＡＩの活用、オンライン申請・受付

システムの導入 など

◆市税徴収率の向上◆国民健康保険料の見直し

決算補塡等目的繰出金の解消に向け、保険料の見直し
を行いました。（平成３０年度から原則２年ごとに見直し）

効果見込額 約３億５０００万円

※効果見込額・・平成30年度実績と指定管理者
制度導入後に市が支払う委託料等との比較

※効果見込額・・事業見直し後の削減額（令和元年度予算額との比較）

※効果見込額・・平成30年度実績額と全ての使用料改定が実施される令和5年度における見込額との比較

※効果見込額・・3時間300円、4時間400円、1日最大500円で試算した場合の年間見込額

※効果見込額・・令和2年度予算の決算補塡等目的繰出金について、国民健康保険料を3,000円
値上げした場合としなかった場合の比較

※効果見込額・・令和2年度以降の年間平均増収見込額（改定後の1年相当分）

※効果見込額・・令和2年度の新南部清掃工場の稼働に
よる増収見込額

※効果見込額・・令和4年度から高瀬下水処理場の消化
ガス売却を開始することによる増収見込額

※効果見込額・・令和元年度の未利用地の売却収入や
余裕ある財産の貸付け等による増収見込額


